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１． 実用新案とは？（特許との比較）

特許 実用新案

対象

 存続期間 出願から２０年 出願から１０年

 
審査

方式審査だけで、実体審査

はなし。

 

権利行使 特許の設定登録から可能。

技術評価書の取得が必要

１４２，９００円 ２０，６００円

（出願料、登録料１～３年分）

技術評価書；43,000～円

実用新案は、物品の形状、構造等に限られるので、出願には必ず図面が必要

となります。

実体審査をしないので、権利行使には別途技術評価書が必要となります。

２． 実用新案の歴史 

　実用新案は、グラフからわかるように1980年（昭和55年）頃は特許とほぼ
同数の出願がなされてきましたが、その後特許出願件数が伸びたのとは対照
的に80年代末から減少に転じ、1994年（平成6年）を境にさらに激減し、最近
は5千件台の出願件数にまで減っております。
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  ≪制度改正による、実用新案権利期間及び審査制度の変遷≫

出願日 平成５年末まで
平成６年～
平成17年３月末

平成17年４月以降

権利期間

 
出願日から６年 出願日から10 年

審査 あり（特許とほぼ同じ） なし（技術評価書制度） 左に同じ

  即ち、平成５年までは特許と制度的に近い旧実用新案制度であったのが、

平成６年から新実用新案制度に移行したのです。これは、早期登録に対する

ニーズに対応し、無審査・事後評価型（技術評価書）の新実用新案制度を採

用したものです。

３． 実用新案権利化のフロー

 

先行特許調査

実用新案登録出願

方式審査
補正指令

補正書提出

設定登録

登録実用新案公報発行

権利消滅

2 ～ 3 か月

出願から 10 年

弁理士費用２７万円（ｱﾝｹｰﾄ平均） 

出願料 14,000 円＋登録料１～3 年分；

（2, 100 円＋請求項の数×100円）×3

弁理士謝金６万円（平均）

登録料

～１ 3 年 （2,100円＋請求項の数×100円）／年

（18,100円＋請求項の数×900円）／年

（6,100円＋請求項の数×300円）／年4～6 年

7～10 年

登 録（公 告）日 か ら

10 年間（但し、出願

日から 15 年まで）
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４． 実用新案の活用

（１）登録番号の表示等

（２）権利行使する場合

（３）技術評価書の件数推移

注）技術評価書請求は、出願と同時でも可能です。又、他人が請求することも

可能です。

実用新案権の登録

実用新案技術評価書の請求・取得

技術評価書を提示して警告

実用新案権の権利行使

42,000円+請求項の数×1,000円

侵害品の発見

15
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実用新案出願と技術評価書の件数推移
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　前項に示したように、非常に短期に登録されるので、その登録番号をカタ

ログに表示するなどで、ライバルに対する牽制効果が期待できます。但し、

制度を良く知っている大企業などには、権利の有効性を否定される事態も起

こり得ると予想されます。
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技術評価書のサンプル 

 
上記の例では、請求項１，２は評価１で新規性が否定されており、請求項

３は評価２で進歩性が否定されているので、請求項１，２，３の権利行使は

困難となります。 
請求項４は評価６であって新規性等は否定されていないので、権利行使は

可能ではないかと判断されます。しかし、前記（１．実用新案とは）の表に

示したように、権利行使（裁判等）は、慎重な姿勢が求められます。 
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(３) 特許出願へ変更する場合 
① 実用新案を出願したのち権利期間を長く保持したい等、特許権が必要と

判断することも考えられます。この場合、実用新案権で設定登録された

後でも、出願から３年以内であれば実用新案登録に基づいて特許出願を

行うことが可能です。尚、その場合、元の実用新案権は放棄しなければ

なりません。 
② 尚、下図の実用新案登録前での特許出願への出願変更は可能です。（但

し、登録まで、３か月程度の期間しかありません。） 

 

 
注意事項２；技術評価書を請求したものは、特許出願への変更はできません。 

①  

② 

注意事項３；変更した出願が審査の結果拒絶査定になるなどした場合、再び実

　　　　　　用新案に変更することはできません。

注意事項１；特許出願の内容は、当然元の実用新案登録出願に記載された範囲

内でなければなりません。また、実用新案の登録後（通常出願か

ら２～３か月後）は、出願から１年以内でも優先権主張しての特

許出願はできません。（元の実用新案をしっかり書かないといけ

ない、ということです。）
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５． 実用新案の費用減免（特許庁）

  実用新案については、個人向け（従って、中小企業は対象ではありません）

に次の減免措置があります。尚、市区町村関係の減免事業はそれぞれお問い

合わせ下さい。

技術評価書請求 １～３年分の登録料

生活保護を受けている人 免除 免除

住民税非課税の人 免除 免除

所得税非課税の人 １／２軽減 ３年間猶予

６． 実用新案のメリット・デメリット

  特許権、実用新案どちらの権利を取得するかは、対象とするアイディアの

内容と、実用新案のメリット・デメリットをよく理解して判断しなければな

りません。
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　　　参考情報（世界の実用新案制度）

１．特許、意匠、商標制度は、殆どの国が何らかの制度を持っています（特

許では１５０カ国以上）が、実用新案は約９０カ国と言われています。

又、日本以外の国では、中国、韓国、台湾、ドイツ、フランス、イタリ

ア、オーストラリア、タイ、マレーシア、ベトナム、インドネシアなど

の国が実用新案制度を持っていますが、米国、イギリス、インドは制度

を持っていません。又、実用新案制度を持っている国も、殆どが実体無

審査か簡易審査です。

２．特許登録までに10年以上かかるタイや特許と併願が可能な中国などは、

実用新案の利用価値が高いです。

実用新案のメリット 実用新案のデメリット

 
・手続きも簡易である。

・費用が安くすむ ・権利期間が短い

・小発明でも権利が得られる

・実体審査がないから、

権利が不安定である。

・権利化が早い、技術評価書

も早い

・技術評価が低いと、権

利活用しにくい。

・製法、化学組成物、バ

イオ等は対象でない。


